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いつも大変お世話になっております。 相続対策本の決定版『マンガ＆図解で ズバリ！

わかる相続対策』をご案内いたします。ご発注をどうぞよろしくお願い申し上げます。
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　オールカラー・見開き完結
  ストーリーマンガでリアルな相続対策

  図解を多用したビジュアルな説明 
◆本書の構成
◎相続の基本 Q&A　　　　◎相続税 かかる？かからない？ 判定シート　　　◎相続対策のポイントは３つ
　　第１章　財産チェックから始めよう　　　　　　　　第２章　相続税対策①　贈与で財産を減らす
　　第３章　相続税対策②　生命保険を活用する　　　　第４章　相続税対策③　不動産で対策する
　　第５章　争族対策　遺言書をつくる　　　　　　　　第 6 章　相続対策の新しい形　信託する
　　第 7 章　相続が起きたら①　手続き　　　　　　　　第 8 章　相続が起きたら②　相続税の計算
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相続税対策①　贈与で財産を減らす
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　住宅取得等資金の贈与の特例とは、
父母や祖父母が 20歳以上の子や孫
に贈与をしたときに、受贈者一人に
つき一定の金額が非課税になる制度
です。住宅取得等資金とは、住宅用
家屋の新築や取得、増改築の費用。
住宅そのものの贈与や住宅ローンの
返済資金などにはあてられません。
　その金額とは、2016 年 1 月から
は一般的な住宅なら 700 万円。省エ
ネ、耐震構造、バリアフリーのいず
れかについて一定条件を満たす良質
な住宅の場合は 1,200 万円まで。こ
の特例は基礎控除 110 万円と合わせ
て使えるため、計 810 万円（1,310
万円）まで贈与税がかかりません。
　相続時精算課税との併用もできる
ので、相続時精算課税制度の特別控
除額 2,500万円と合わせれば、合
計3,200万円（3,700万円）まで贈
与税がかからずに贈与できます。住
宅取得等資金の贈与にかぎり、親ま

たは祖父母の年齢が 60 歳未満でも
相続時精算課税制度が選択できる点
も注目に値します。
　ただし、この場合、相続時精算課
税制度を適用した金額については将
来相続財産の一部になり、相続財産
に加算されるので注意が必要です。

　この制度が適用されるのは、2015
年１月１日から 2021 年６月 30 日ま
で。消費税率が８％の場合と 10％
になった場合では非課税限度額が変
わります。
　消費税率が上がった直後の１年
間は限度額が 3,000 万円になるので、
タイミングを考えて資金贈与すると
よいでしょう。
　なお、2016 年９月以前に契約を
締結した家屋について、非課税限
度額の適用を受けた人であっても、
消費税率が 10％になったときには、
10％のときの非課税限度枠も適用す
ることができます。

住宅取得等資金の
特例を活用して贈与
父母や祖父母から子、孫へのマイホーム取得
資金の贈与は、一定の金額が非課税となります。

基礎控除と併用で810
万円まで贈与税がゼロ

時期によって変わる
非課税限度額

特例の適用を受けるための条件

贈与者 受贈者●親・祖父母
　（直系尊属・年齢制限なし）

●�20 歳以上（贈与を受け
た年の１月１日現在）

●�その年の所得が 2,000
万円以下

●�贈与を受けた翌年３月
15 日までに住宅を新
築・取得・増改築して
居住している

●日本国内に住所がある

●�受贈者の居住用
●�登記簿上の床面積が 50㎡以上
240㎡以下

●�中古住宅の場合は築 20年以内
（耐火建築は 25 年以内または
一定の耐震基準に適合）

●�増改築の場合は工事費用 100
万円以上、自己の居住用

住宅

贈与

非課税限度枠

住宅用家屋の取得等
に係る契約の
締結期間

一般の
住宅用
家屋

良質な
住宅用
家屋（※）

2016年1月〜
2020年3月

700
万円

1,200
万円

2020年4月〜
2021年3月

500
万円

1,000
万円

2021年4月〜
2021年12月

300
万円

800
万円

■消費税が 8％の場合
住宅用家屋の取得等
に係る契約の
締結期間

一般の
住宅用
家屋

良質な
住宅用
家屋（※）

2019年4月〜
2020年3月

2,500
万円

3,000
万円

2020年4月〜
2021年3月

1,000
万円

1,500
万円

2021年4月〜
2021年12月

700
万円

1,200
万円

■消費税が 10％の場合

※省エネ、耐震構造、バリアフリーのいずれかにおいて一定条件を満たす住宅用家屋
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